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1.会社の状況に関する重要な事項 

(1) 事業の経過および成果 
【全般の状況】 

当社は、主に自然由来の亀岡市産の電力を市の公共施設や民間施設などに供給し、エネルギーの地産地

消を目指すとともに、そこで得た収益をエネルギー関連事業や地域活性化事業などに還元することにより、

地域の発展に貢献することを目的として設立され、平成30年４月に電力供給を開始しました。 
第６期は令和４年４月から令和５年３月までで、税引前当期純利益は14.2百万円となりました。 
 
また、令和3年10月から令和5年1月にかけて電力市場の高騰が継続し、当社の事業にも単月で赤字

となるなど多大な影響を及ぼしました。これは、長期に渡り高騰が続いた要因として「ウクライナ情勢」

や「世界的な石油・天然ガス不足」などの要因が重なったことが指摘されています。従来からの当社の運

営に当たっては、過去の市場価格の高騰を想定したうえで、年間を通して見れば赤字にならないような仕

組みの中で電力を供給しており、その結果として黒字となりました。 
 

単位：千円

売上高 112,595 100.0% 132,222 100.0% 153,651 100.0% 218,740 100.0%
売上総利益 19,056 16.9% 668 0.5% 565 0.4% 11,237 5.1%
営業利益 11,330 10.1% ▲725 -0.5% ▲2,251 -1.5% 9,230 4.2%
経常利益 11,333 10.1% ▲724 -0.5% 1,197 0.8% 14,260 6.5%
税引前当期利益 11,333 10.1% ▲724 -0.5% 1,197 0.8% 14,260 6.5%

第６期第３期 第５期第４期

 
 
 
【契約先数と供給量】 

契約電力は、2023年（令和5年）3月で7,273kWとなりました。この内訳として、当社が電力を調達

して需要家へ供給する直接供給が 5,323kW、パートナー企業であるミツウロコグリーンエネルギ-株式会

社による取次供給が 1,950kW となりました。また、この直接供給と取次供給による電力供給量は年間で

合計14,405,848kWhとなりました。 

第６期事業計画の販売目標 6,810kW（解約 400kW）に対しては、第５期末の 7,210kW から目標以上

である63kWの増加となっています。 
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また、2020年1月よりサービスを開始した低圧施設である家庭・小規模事業者向けの供給サービスの

供給状況については次の通りとなりました。第６期においては、契約数が少し減少しています。 

 

 
 

【売上高と売上原価】 
当期の売上高は、218.7百万円、売上原価は207.5百万円（94.9%）となりました。 
売上原価の内訳は、調達費が 139.6 百万円（63.8％）、託送料が 37.4 百万円（17.1％）、再エネ納付金

が 16.8 百万円（7.7％）、電力事業直接原価（業務委託費、JEPX 取引手数料等）が 13.6 百万円（6.2％）

となりました。 
結果、売上総利益は11.2百万円（5.1%）となりました。 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

契約電力　計（kW） 7,188 7,186 7,220 6,972 7,018 7,025 7,137 7,134 7,141 7,309 7,248 7,273 －

公共_高圧 4,120 4,120 4,177 4,712 4,799 4,810 4,796 4,793 4,799 4,829 4,761 4,761 －

公共_低圧動力 12 12 12 12 12 12 12 28 28 30 31 31 －

公共_低圧電灯 5 5 31 31 31 31 31 31 31 32 32 32 －

高圧 111 111 111 111 111 111 237 237 239 378 378 369 －

動力 134 134 134 135 140 143 143 127 127 126 130 130 －

2,806 2,804 2,755 1,971 1,925 1,918 1,918 1,918 1,917 1,914 1,916 1,950 －

販売電力量　計（kWh） 1,034,904 1,075,681 1,241,773 1,409,808 1,297,401 1,279,780 1,035,169 1,046,420 1,249,431 1,325,024 1,295,988 1,114,469 14,405,848

公共_高圧 258,025 265,791 409,433 538,308 412,436 507,473 311,246 342,365 501,803 528,034 568,315 367,633 5,010,862

公共_低圧動力 145 142 136 222 304 208 135 816 1,269 1,728 1,536 800 7,441

公共_低圧電灯 796 1,009 964 991 1,082 951 898 854 848 1,036 866 879 11,174

高圧 10,108 8,259 9,763 12,780 12,517 12,077 17,276 17,153 26,178 54,934 51,502 44,796 277,343

動力 4,603 2,487 2,320 5,939 7,137 6,501 3,770 2,445 4,697 6,580 7,050 5,044 58,573

761,227 797,993 819,157 851,568 863,925 752,570 701,844 682,787 714,636 732,712 666,719 695,317 9,040,455

平均負荷率（%） 20.0% 20.1% 23.9% 27.2% 24.8% 25.3% 19.5% 20.4% 23.5% 24.4% 25.7% 20.6% －

　取次供給

2022年 2023年
合計

　取次供給

　直接供給

　直接供給

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

契約件数　計（件） 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 11 11

従量電灯A（家庭） 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 6 6 6

従量電灯B（事業所） 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

販売電力量　計（kWh） 8,839 7,682 7,030 9,720 10,392 9,124 7,928 7,524 8,305 9,864 8,804 7,683 102,895

従量電灯A（家庭） 3,019 2,335 2,032 3,054 3,066 2,656 2,143 2,324 2,917 3,366 3,300 2,718 32,930

従量電灯B（事業所） 5,820 5,347 4,998 6,666 7,326 6,468 5,785 5,200 5,388 6,498 5,504 4,965 69,965
　取次供給

2022年 2023年
合計

　取次供給
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【販売費及び一般管理費と営業利益】 

売上総利益11.2百万円に対して、販売費及び一般管理費は総額2.0百万円、差し引き営業利益は9.2百

万円となりました。 
販売費及び一般管理費には、第６期における特別な要因として、保険料0.4百万円、支払手数料（税理

士費用、金融機関手数料等）0.2 百万円、旅費交通費 0.2 百万円、減価償却費 0.6 百万円を計上していま

す。 
 
【営業外収益及び営業外費用】 

営業外収益で、受取利息及び雑収入（天候影響に係る保険金等）5.2百万円を計上しています。 
 

【税引前当期純利益及び当期純利益】 

法人税、住民税及び事業税3.5百万円、当期純利益は10.8百万円となりました。 

 
【配当】 

利益剰余金の配当は可能でありますが、配当は行わず、電力卸取引市場の急激な変動に備えることと、

新事業やまちづくり事業、設備投資等の地域振興に関する事業に来期以降充当します。 
 

(2) 主な設備投資の状況 
設備投資はありません。 
※亀岡市上下水道庁舎の太陽光発電設備及び蓄電池設備は、2023年4月稼働です。 

 
(3) 資金調達の状況 

前会計年度末 当会計年度末 増減 借入先・引受先
短期借入金 20,000,000 0 -20,000,000 京都銀行
借入金（設備資金） 0 7,950,000 7,950,000 京都銀行
借入金（運転資金） 7,996,000 5,992,000 -2,004,000 京都銀行

合　計 27,996,000 13,942,000 -14,054,000 京都銀行  
 
 
 
 
 

単位：百万円
第３期 第４期 第５期 第６期

売上高 売電売上 110.1 97.9% 132.0 99.8% 147.8 96.2% 213.6 97.7%

取次収入 0.2 0.2% 0.2 0.2% 5.7 3.7% 5.0 2.3%

補助金収入 2.2 2.0% 0.0 0.0% 0.0 0.0% 0.0 0.0%

合計 112.5 100.0% 132.2 100.0% 153.6 100.0% 218.7 100.0%

売上原価 調達費 48.1 42.8% 80.9 61.2% 95.1 61.9% 139.6 63.8%

託送料 26.7 23.7% 29.9 22.6% 32.1 20.9% 37.4 17.1%

再エネ納付金 9.9 8.8% 11.5 8.7% 14.2 9.2% 16.8 7.7%

電力事業直接原価 8.6 7.6% 9.0 6.8% 12.6 8.2% 13.6 6.2%

合計 93.5 83.1% 131.5 99.5% 154.2 100.4% 207.5 94.9%

売上総利益 19.0 16.9% 0.6 0.5% ▲0.5 ▲0.0% 11.2 5.1%
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(4) 対処すべき課題･施策 
①顧客の拡大による事業の安定化、投資原資の確保 

新電力業界の競争が激化する中、価格優位性を担保するための対策として取次供給を勧めた結果、

未契約の公共施設や市内民間企業の需要についても徐々にではありますが、取り込むことが出来まし

た。一方、市場高騰により、価格の見直しを行った結果、大手電力に比べ、高額となったケースも見ら

れ、一部解約もありました。今後、電気代の高騰により、自家消費型太陽光発電のニーズが高まりつつ

あり、こうした企業に対して電力供給も含めてアプローチするなど、受注に向けた動きを引き続き行

う必要があります。 
一方、市場高騰の状況変化に対して迅速に対応するなど、リスク回避を図りつつ、他社との差別化

を図っていく必要があります。 
 

②市場高騰への対応 
第６期に前年度から継続して発生した市場高騰に対して、高騰リスクを回避する対応が必要です。

今後、電力調達先について、相対電源や先物取引等で市場変動リスクを回避すること、自家消費型太

陽光発電の導入で市場調達量を減らすこと、保険への加入等の対策を図っていきます。 
 

③小売電気事業からの事業展開 
当社の設立目的である地域の発展に貢献していくため、地域活性化事業などを検討・展開していく

必要があります。 
第６期は、小売電気事業と親和性の高い新たな事業として、再生可能エネルギーの導入や省エネル

ギー化など、公共及び民間施設で調査検討を進めてきました。その中で、自家消費型太陽光発電の導

入を実行しています。今後は、これらの事業を展開し、公共・民間問わずこうしたサービスを提供して

いくことで、市に貢献しながら、かつ、市内の民間企業や市民にも選ばれる企業を目指します。 
 

(5) 財産および損益の状況 

単位：千円
第３期 第４期 第５期 第６期

売上高 112,595 132,222 153,651 218,740
経常利益 11,330 ▲724 1,197 14,260
当期純利益 8,958 ▲879 1,030 10,819
1株当り当期純利益 55,990円32銭 ▲5,498円91銭 6,439円93銭 67,620円76銭
総資産 38,195 40,732 94,188 102,470
純資産 25,934 25,054 26,084 36,904  

 
(6) 重要な親会社および子会社の状況 

①重要な親会社の状況 
議決権の過半数を有する株主様としては、亀岡市は当社の株式を80株（出資比率50.0%）保有してお

ります。 
②重要な子会社の状況 
子会社は所有していません。  

 
(7) 主要な事業内容 

•小売電気事業 
•発電事業、省エネルギー事業 
•新事業やまちづくり事業等地域振興に関する事業 
 

(8) 主要な事業所・営業所 
 名称 所在地

本店 京都府亀岡市安町野々神８番地
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(9) 従業員の状況（令和5年3月31日現在） 

事業運営は包括委託しており、直接雇用等する従業員はいません。 
 

(10) 主要な借入先（令和5年3月31日現在） 
借入先 借入金残高

京都銀行 13,942,000円  
 
(11) 株式の状況 

①発行済株式の総数 160株 
②株主数 7名 
③株主 

株主名 持株数
亀岡市 80株
パシフィックパワー株式会社 46株
亀岡商工会議所 8株
株式会社京都銀行 8株
京都信用金庫 6株
京都中央信用金庫 6株
京都北都信用金庫 6株  

 
(12) 会社役員に関する事項 

①取締役及び監査役の氏名等（令和5年3月31日 現在） 

 
 

2.その他重要な事項 

特記すべき事項はありません。 
 
                                                 
(注)  1.本事業報告の記載は表示単位未満を切り捨てております。 

2.売上高等の記載金額には、消費税および地方消費税は含まれております。 
 

  

地位 氏名 担当又は主な職業

代表取締役 桂川　孝裕 亀岡市長

代表取締役 芦刈　義孝 パシフィックパワー株式会社　事業推進部長

監査役 田中  健 株式会社京都銀行　亀岡支店長
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■貸借対照表 
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■損益計算書 
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■株主資本等変動計算書 

 

 

 

  



9 
 

■個別注記表 
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■勘定科目内訳書(1) 
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■勘定科目内訳書(2) 
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■勘定科目内訳書(3) 
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■勘定科目内訳書(4) 
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■勘定科目内訳書(5) 
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■勘定科目内訳書(6) 

 



16 
 

■勘定科目内訳書(7) 
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■附属明細書 

 

 
 
 


